住民監査請求の手引

（大野城市監査委員事務局）

1. 住民監査請求とは

住民監査請求は、大野城市民の方が市長等執行機関や職員による公金の支出、財産の管理、契約の締結など財務会計上の行為が違法又は不当であると認めるとき、このことを証明する書面を添えて、監査委員に対し監査を求め、必要な措置を構じるよう請求するものです。（地方自治法第242条）

2. どのような場合に、監査請求ができるのですか？

監査請求をすることができるのは、次の財務会計上の行為と怠る事実により、大野城市に損害が生じ、又は発生する財務会計上の行為がある場合です。
【違法又は不当な次の財務会計上の行為】

　　①　公金（大野城市の管理に属する現金など）の支出

②　財産（土地、建物、物品など）の取得、管理、処分

③　契約（購入、工事請負など）の締結、履行

④　債務その他の義務の負担（借入など）
⑤　①～④の行為が行われることが相当の確実さで予測される場合

上記の行為があった日又は終わった日から１年以上経過している場合は、正当な理由がない限り請求することができません。
１年以上経過した事案について請求するときは、請求書の中で正当な理由があることを説明していただく必要があります。
【違法又は不当に怠る次の財務会計上の事実】

①　公金の賦課、徴収を怠る事実
②　財産の管理を怠る事実
大野城市に財産的損害が発生しているか、又は損害発生のおそれがある場合に請求を行うことができます。

3. 監査請求の対象者は誰ですか？

　違法・不当な財務会計上の行為を行った、又は怠った事実があると請求人が認める市の職員（執行機関（市長、委員会、委員）又は職員）が対象となります。
4. 誰がどのようにして監査請求をするのですか？

（1） 監査請求できる人は、大野城市に住所を有する方（個人・法人）です。

（2） 監査請求することがらについて、「大野城市職員措置請求書」という書面を作成して申し出ることになっています。

（3） 申し出の際には、違法又は不当とする行為の事実を証明する書面を添付することが必要です。（例）･･･新聞記事、情報公開で得た公文書の写しなど

（4） 請求書は直接持参するか又は郵送してください。

5. 請求書はどのように作成したらよいのでしょうか？

請求書の様式及び記載例は、次のとおりです。
（様式は地方自治法施行規則第13条により定められています。）

	大野城市職員措置請求書

（請求の対象とする執行機関・職員）に関する措置請求の要旨

1. 請求の要旨

2. 請求者
　　　　住所
　　　　氏名
　　　　電話番号
地方自治法第242条第1項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を
請求します。

　　年　　月　　日

大野城市監査委員　様




・（請求の対象とする執行機関・職員）は具体的に「〇〇委員会」「〇〇委員」「○○市長」「〇〇課〇〇担当職員」と記入してください。

・請求する「措置」の内容は、少なくとも当該行為又は怠る事実の「防止」「是正」「損害補てん」のいずれかを記入してください。

・請求者住所は略字を使わず、住民票に記載されているとおりに記入してください。

・請求者氏名は自署してください。（視覚に障がいのある方は、公職選挙法施行令別表第一に定める点字で自己の氏名を記載してください。）
・事実証明書（新聞記事、公文書開示請求で得た公文書の写しなど）を必ず添付してください。
6．監査請求後の手続きはどうなっていますか？

請求書を提出した後の手続きは、次のとおりです。

請求書の受付日の翌日から起算して60日以内に通知を行います。

請求要件の審査では、要件を欠く場合に、補正を求めることがあります。
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7．住民監査請求の書面はどこに提出すればいいですか？

請求書は、大野城市監査委員事務局まで、直接書面を持参するか、又は郵送してください。
郵送先：〒816-8510　大野城市曙町２丁目２番１号　大野城市監査委員事務局
電　話：092-580-1940
※住民監査請求に関するお問い合わせ先もこちらになります。

8．結果に不服がある場合はどうしたらよいですか？

住民訴訟を提起することができます。住民訴訟を提起できる場合とその期間は次のとおりです。

（1） 監査結果又は勧告に不服がある場合


監査結果又は勧告の通知を受け取ってから30日以内

（2） 勧告に対する措置に不服がある場合

　　
措置結果の通知を受け取ってから30日以内

（3） 請求から60日以内に監査結果の通知がない場合


60日を経過した日から30日以内

（4） 勧告に対する措置を講じない場合


勧告に示された措置期限の日から30日以内
（５）監査を実施しなかった（請求が却下された）ことに不服がある場合
　　　 却下の通知を受け取ってから30日以内

※詳しくは、地方自治法第242条、同法施行令第172条及び同法施行規則第13条をご覧ください。

次の事項について、記載してください。


・誰が（請求の対象とする職員）


・いつ、どのような財務会計上の行為を行っているか


・その行為は、どのような理由で、違法又は不当であるか


・その行為により、どのような損害が生じているのか


・どのような措置を請求するか


・財務会計上の行為から、１年経過後に請求する場合は、その正当な理由











住所　


氏名　※自署してください


連絡先を記入してください












